
証券コード 3435
平成28年６月13日

株 主 各 位
千葉県流山市南流山三丁目10番地16
サンコーテクノ株式会社
代表取締役社長 洞 下 英 人

　
第52回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　この度の熊本地震で被災された皆様には心よりお見舞い申し上げます。
さて、当社第52回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使することができますので、後記
の株主総会参考書類をご検討くださいまして、お手数ながら同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、平成28年６月27日（月曜日）の当社の営業終了時刻（午後５時15
分）までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
　

記

１．日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時
（受付開始は午前９時を予定しております。）

２．場 所 東京都台東区西浅草三丁目17番１号
浅草ビューホテル ４階 飛翔の間
（末尾の定時株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第52期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第52期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の件
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決 議 事 項
　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 定款一部変更の件
　第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く）６名選任の件
　第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　第６号議案 取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬等の額設定の件
　第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。
◎次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（アドレス http://www.sanko-techno.co.jp）に掲載しておりますので本招集ご通知の添
付書類には記載しておりません。
　 ①連結計算書類の連結注記表
　 ②計算書類の個別注記表
◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.sanko-techno.co.jp）において、修正後の事項
を掲載させていただきます。
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添付書類
　

事 業 報 告
　

(平成平成2728年年４３月月１31日から日まで)
　

　
１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、政府による経済政策や金融緩和政策を受けて、
企業収益や雇用情勢の改善など、景気は穏やかな回復基調となりました。一方、個人消費
の回復の遅れや中国をはじめとするアジア新興国においては不安定な経済環境のもとで推
移しており、依然として先行きは不透明な状況が続きました。
当社グループが関連する建設市場におきましては、太陽光関連市場の縮小のほか建設現

場での人手不足による工期の遅れや着工件数の減少等により商流に停滞感が生じました。
この結果、当連結会計年度の売上高は16,648百万円（前連結会計年度比6.7％減）、営
業利益1,338百万円（同11.4％減）、経常利益1,256百万円（同16.7％減）、親会社株主
に帰属する当期純利益は810百万円（同27.3％減）となりました。
当連結会計年度より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しておりま
す。
　
（ファスニング事業）
公共事業等の需要が減少したほか、太陽光関連市場の縮小等による影響を受け、当社

主力製品である金属系・接着系あと施工アンカーの販売が低調に推移いたしました。
この結果、当セグメントの売上高は12,606百万円（前連結会計年度比7.8％減）、セ
グメント利益は1,731百万円（同10.8％減）となりました。
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（機能材事業）
電動油圧工具関連は、円安の影響により海外販売は好調に推移いたしましたが、国内

販売は微減となりました。また、電子基板関連やアルコール測定器の販売は好調に推移
いたしましたが、FRPシート関連の販売は減少となりました。
この結果、当セグメントの売上高は4,041百万円（同2.9％減）、セグメント利益は
497百万円（同5.6％減）となりました。
　

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は274百万円
で、その主なものは以下のとおりであります。
イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

　

設 備 の 名 称 等 投 資 金 額 設 置 場 所

ファスニング事業
SANKO FASTEM（THAILAND）LTD.
生産設備

29百万円 タイ王国（バンコク）

　

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
　

設 備 の 名 称 等 投 資 金 額 設 置 場 所

ファスニング事業
当社札幌支店用地の購入 72百万円 札幌市白石区

③ 資金調達の状況
当期の資金調達は、経常的な資金調達のみで、特に記載すべき事項はありません。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

　

区 分 第49期
(平成25年３月期)

第50期
(平成26年３月期)

第51期
(平成27年３月期)

第52期
(平成28年３月期)
(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 15,112 17,209 17,835 16,648

経 常 利 益 (百万円) 840 1,472 1,509 1,256

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 443 910 1,114 810

１株当たり当期純利益 (円) 108.94 111.83 136.91 99.55

総 資 産 (百万円) 14,089 14,828 15,192 14,737

純 資 産 (百万円) 7,320 8,340 9,573 10,150
　

（注）１．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会
計年度より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

２．当社は平成25年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第49期期
首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

　 また、平成27年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりまが、第50期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況
　

区 分 第49期
(平成25年３月期)

第50期
(平成26年３月期)

第51期
(平成27年３月期)

第52期
(平成28年３月期)

(当 期)

売 上 高 (百万円) 13,102 14,749 15,181 13,784

経 常 利 益 (百万円) 704 1,289 1,232 977

当 期 純 利 益 (百万円) 355 802 933 631

１株当たり当期純利益 (円) 87.26 98.61 114.75 77.59

総 資 産 (百万円) 13,331 13,134 13,142 12,681

純 資 産 (百万円) 6,428 7,174 8,038 8,565
　

（注） 当社は平成25年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第49期期首に
当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

　 また、平成27年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりまが、第50期の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

S A N K O F A S T E M
（ T H A I L A N D ） L T D . 100,000千バーツ 84.50％

あと施工アンカーを中心に製造し、
主に日本向けの販売を行っておりま
す。

三 幸 商 事 顧 問 股 份
有 限 公 司 1,000千台湾ドル 100.00

日本向け輸出商材の仲介業務及び、
新商材の発掘及び引張確認試験サー
ビスを行っております。

株 式 会 社 Ｉ Ｋ Ｋ 90,729千円 99.86
小型鉄筋カッター、ベンダー製品を
中心とした電動油圧工具の製造・販
売を行っております。

アイエスエム・インタ
ナ シ ョ ナ ル 株 式 会 社 10,000千円 100.00

あと施工アンカー関連商品をＥＵ等
から輸入し、国内と海外に販売して
おります。

株 式 会 社 ス イ コ ー 33,800千円 100.00
主に電子プリント基板の設計からマ
ウントまでの一貫生産、販売を行っ
ております。

S A N K O F A S T E M
（ V I E T N A M ） L T D .

13,877,710千
ベトナムドン 84.50

あと施工アンカーを中心にドリルな
どをベトナム国内向けに販売してお
ります。

　

（注）１.SANKO FASTEM（VIETNAM）LTD.の株式は、SANKO FASTEM（THAILAND）LTD.を通じての
間接所有となっております。

２.特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、企業価値の向上を継続的に推進していくため、以下の課題に取り組んで
まいります。
① 開発体制の強化
当社グループでは、ユーザーニーズの動向を適切に把握し、そのニーズに即応すること
が、事業継続・発展において重要な取組みであると認識しております。日々の営業活動や
お客様相談に寄せられるユーザー情報をもとに、販売部門と開発部門・製造部門の連携を
密にして、独自の製品・サービスを今まで以上にスピーディに実現することに注力してま
いります。

　
② 生産性の向上
当社グループでは、競争力を維持し収益力を拡大していくために、最適な生産体制を追
求し、コストダウンを積極的に進めてまいります。また、工事部門においては採算性の高
い独自工法に特化した受注を推進してまいります。

　
③ 品質の向上
当社グループは、ユーザーに安全かつ安心な製品を継続して使用いただくため、品質管

理部門を強化します。製造工程の品質の向上を図ると共に、各種試験等により品質の確認
を徹底することで、使用現場で安定した性能が維持されるよう努めてまいります。

　
④ グループ戦略の推進
当社グループは、異なる事業分野において複数の事業を展開しております。各事業のミ
ッションを明確化し、これに基づいた戦略を実践してまいります。安定的な収益を確保で
きる事業と中期の視点から成長を追求する事業とが、それぞれの目的を果たせるよう、当
社グループは経営資源を適切に配分してまいります。

　
⑤ 人材の確保と育成
当社グループは、将来の持続的な成長を図る上で、優秀な人材の確保と育成は重要な経

営課題であると認識しております。中途採用活動と新卒採用活動を並行して、バランスの
良い人材構成を構築してまいります。また、社内外研修等に積極的に取り組み人材育成を
推進してまいります。
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⑥ 法令及び社会ルールの遵守
当社グループが事業活動を継続する上で、法令・社会ルールを守り、不正や反社会的勢
力を排除することは必要不可欠な取組みであると捉えております。今後とも、当社グルー
プで定めているモラル憲章の浸透を徹底してまいります。

　
（5）主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　

セグメント 製品群 種別・工法

ファスニング事業

アンカー 金属系アンカー、接着系アンカー

ドリル、電動工具 大口径・小口径ドリル、アンカー施工工具、確認試験機

ファスナー 軽量物取付ファスナー（ドリルねじ等）

工事関連 耐震補強、各種維持・保全、太陽光関連

機 能 材 事 業

ＦＲＰシート関連 紫外線硬化ＦＲＰシート
センサー、
電子プリント基板

アルコール測定器
車両表示板用、工事・事故表示板用

電動油圧工具 小型鉄筋カッター・ベンダー
　
（6）主要な事業所（平成28年３月31日現在）
① 当社

　

本 社 千葉県流山市南流山三丁目10番地16

事 業 所
流山事業所（千葉県流山市）
南流山事業所（千葉県流山市）
柏事業所（千葉県柏市）

支 店

札幌支店（北海道札幌市白石区）
仙台支店（宮城県仙台市若林区）
名古屋支店（愛知県名古屋市中川区)
大阪支店（大阪府東大阪市)
福岡支店（福岡県大野城市)

工 場
野田工場（千葉県野田市）
奈良工場（奈良県奈良市）
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② 子会社
　

名 称 所 在 地

S A N K O F A S T E M ( T H A I L A N D ) L T D . タ イ 王 国 （バ ン コ ク)

三 幸 商 事 顧 問 股 份 有 限 公 司 中 華 民 国 （台 北)

株 式 会 社 Ｉ Ｋ Ｋ 静 岡 県 沼 津 市

株 式 会 社 ス イ コ ー 千 葉 県 流 山 市

ア イ エ ス エ ム ・ イ ン タ ナ シ ョ ナ ル 株 式 会 社 千 葉 県 流 山 市

S A N K O F A S T E M ( V I E T N A M ) L T D . ベトナム社会主義共和国（ハノイ)
　
（7）使用人の状況（平成28年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

　

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年
度末比増減

フ ァ ス ニ ン グ 事 業 430（71）名 19（ 5）名

機 能 材 事 業 98（33）名 △7 （ ―）名

全 社 （共 通) 53（10）名 △15（△1）名

合 計 581（114）名 △3（ 4）名
　

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載してお
ります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、主に管理部門に所属しているものであります。
　
② 当社の使用人の状況

　

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

314 （78）名 △3 （1）名 40.6歳 14.3年
　

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。
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（8）主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 289百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 255

株 式 会 社 千 葉 銀 行 255

株 式 会 社 京 葉 銀 行 210

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200
　
（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 16時24分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



２．会社の現況
（1）株式の状況（平成28年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 34,000,000株
② 発行済株式の総数 8,745,408株
③ 株主数 2,821名
④ 大株主（上位10名）

　

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

洞 下 英 人 1,152千株 14.2％

東 京 中 小 企 業 投 資 育 成 ㈱ 720千株 8.9％

㈲ サ ン ワ ー ル ド 680千株 8.4％

サ ン コ ー テ ク ノ 社 員 持 株 会 394千株 4.8％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ 信 託 口 366千株 4.5％

新 井 栄 262千株 3.2％

洞 下 照 夫 215千株 2.6％

㈱ み ず ほ 銀 行 178千株 2.2％

資産管理サービス信託銀行㈱証券投資信託口 169千株 2.1％

佐 久 間 菊 子 165千株 2.0％
　

（注）１．当社は自己株式606,786株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式（606,786株）を控除して計算しております。
３．大株主（上位10名）の持株数は千株未満を切捨てて表示しております。
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（2）会社の新株予約権に関する事項（平成28年３月31日現在）
① 当事業年度末に当社役員が保有している新株予約権等の状況

平成24年新株予約権 平成25年新株予約権

発行決議日 平成24年７月13日 平成25年７月12日

区分 取締役（注）１ 　 取締役（注）１

保有者数 ５名 ５名

新株予約権の数 68個 62個

新株予約権の目的となる株式の数 27,200株（注）２ 24,800株（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権１個当たりの発行価額 無償 無償

権利行使時１株当たりの行使価額 1個につき1円 1個につき1円

権利行使期間 平成24年８月11日から
平成54年８月10日まで

平成25年８月13日から
平成55年８月12日まで

新株予約権の行使の条件 （別記１） （別記１）
　

平成26年新株予約権 平成27年新株予約権

発行決議日 平成26年７月11日 平成27年７月13日

区分 取締役（注）１ 取締役（注）１

保有者数 ５名 ５名

新株予約権の数 50個 101個

新株予約権の目的となる株式の数 10,000株（注）２ 10,100株

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権１個当たりの発行価額 無償 無償

権利行使時１株当たりの行使価額 1個につき1円 1個につき1円

権利行使期間 平成26年８月13日から
平成56年８月12日まで

平成27年８月12日から
平成57年８月11日まで

新株予約権の行使の条件 （別記１） （別記１）
　

（注）１．社外取締役には新株予約権を付与しておりません。
２．平成25年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成27年１月１日付で普通株式１株につき２株
の割合で株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」が調整され
ております。
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（別記１）
新株予約権の行使条件
イ．各新株予約権１個の一部行使は認めない。
ロ．新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日を起算日として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を一括してのみ
行使することができる。
ハ．当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部
を行使することはできない旨を決定することができる。
・禁錮以上の刑に処せられた場合。
・懲戒処分による解雇の場合。
・株主総会決議による解任の場合。
・会社に重大な損害を与えた場合。
・相続開始時に、新株予約権者が後記ニ.に基づいて届け出た相続人が死亡している場
合。
・新株予約権者が書面により新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出た場
合。

ニ．新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予
約権者の配偶者または一親等内の親族に限る。）１名を届け出なければならない。なお、
新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同
上。）に変更することができる。

ホ．新株予約権者が死亡した場合、当該新株予約権者が前記ニ.に基づいて届け出た相続
人１名に限って、相続人において３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。
ヘ．その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　
② その他新株予約権等に関する重要な事項
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合にお
いて、組織再編を実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に
対して、当該組織再編に係る存続会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社
の新株予約権を交付することができる。ただし、当該契約書または計画書等において別段の
定めがなされる場合はこの限りではない。
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（3）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

　

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 洞 下 英 人
SANKO FASTEM (THAILAND) LTD.取締役会長
三幸商事顧問股份有限公司董事長
アイエスエム・インタナショナル株式会社取締役
SANKO FASTEM (VIETNAM) LTD.取締役

取 締 役 副 社 長 佐 藤 静 男

管理管掌
SANKO FASTEM (THAILAND) LTD.代表取締役社長
三幸商事顧問股份有限公司董事
株式会社ＩＫＫ取締役
アイエスエム・インタナショナル株式会社取締役
SANKO FASTEM (VIETNAM) LTD.監査役

常 務 取 締 役 洞 下 正 人 開発管掌

常 務 取 締 役 八 谷 剛
機能材事業管掌
株式会社ＩＫＫ代表取締役社長
株式会社スイコー取締役

常 務 取 締 役 上 石 茂 行 ファスニング事業管掌

取 締 役 佐 藤 靖
青山学院大学経営学部教授
株式会社アソシア監査役
青学コンサルティンググループ株式会社代表取締役社長
株式会社リラク監査役

常 勤 監 査 役 鈴 木 英 雄
株式会社スイコー監査役
アイエスエム・インタナショナル株式会社監査役
株式会社サンオー監査役

常 勤 監 査 役 松 岡 省 一

監 査 役 塙 善 光
塙公認会計士事務所所長
株式会社放電精密加工研究所取締役
日東光器株式会社監査役
赤星工業株式会社監査役

　

（注）１．取締役佐藤 靖氏は、社外取締役であります。
２．監査役松岡省一氏及び監査役塙 善光氏は、社外監査役であります。
３．監査役鈴木英雄氏及び塙 善光氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。
・常勤監査役鈴木英雄氏は、当社の経理部に平成８年６月から平成18年６月まで在籍し、通算10年に
わたり決算手続並びに財務諸表等の作成に従事しており、財務及び会計に対する相当程度の知見を
有しております。
・監査役塙 善光氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に対する相当程度の知見を有
しております。

４．当社は取締役佐藤 靖氏、監査役松岡 省一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
・当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役は会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することが
できる旨の規定を定款第29条及び第39条に設けておりますが、責任限定契約は締結して
おりません。
・当社と取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）は
会社法第426条第１項の規定に基づき、同法423条１項に定める損害賠償責任を法令の限
度において、取締役会の決議によってその責任を免除することができる旨の規定を定款第
29条及び第39条に定めております。

　
③ 取締役及び監査役の報酬等の総額
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

6
(1
名
)

157,587
(4,680

千円
)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

4
(3)

18,841
(11,407)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

10
(4)

176,428
(16,087)

　

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．上記報酬等の額には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度の費用計上
額（社外取締役を除く取締役14,756千円）を含んでおります。

３．取締役の報酬限度額は、平成８年１月17日開催の臨時株主総会において年額240,000千円以内（た
だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．平成24年６月27日開催の第48回定時株主総会において、取締役の報酬限度額につき、別枠で、株
式報酬型ストック・オプション報酬額として年間48,000千円以内と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成８年１月17日開催の臨時株主総会において年額40,000千円以内と決議
いただいております。

６．当社は平成24年６月27日開催の第48回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の退職慰
労金制度を廃止し、第48回定時株主総会終結後引き続き在任する取締役及び監査役に対しては、制
度廃止までの在任期間に対応するものとして退職慰労金を各氏の退任時に贈呈することを決議しま
した。これに基づき、上記のほか、当期中に退任した社外監査役１名に対し3,925千円の退職慰労金
を支給しております。

ロ．社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額
該当事項はありません。
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④ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）及び当社と当該他の
法人等との関係
・取締役佐藤 靖氏は、青学コンサルティンググループ株式会社の代表取締役社長であり
ます。当社は、青学コンサルティンググループ株式会社との間に特別な関係はありませ
ん。

・監査役塙 善光氏は、塙公認会計士事務所の所長であります。当社は、塙公認会計士事
務所との間に特別な関係はありません。

　

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係
　

地 位 氏 名 兼職する法人等及びその内容

取締役 佐 藤 靖 株式会社アソシア監査役
株式会社リラク監査役

監査役 塙 善 光
株式会社放電精密加工研究所取締役
日東光器株式会社監査役
赤星工業株式会社監査役

　

（注） 当社は、上記の兼職する法人等との間に特別な関係はありません。
　

ハ．当事業年度における主な活動状況
　

活動状況

取 締 役 佐 藤 靖
当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席いたしました。企業経営に対し十分な知
識と経験を有しており、幅広い視点から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 松 岡 省 一

当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回に出席し、監査役会14回のうち10回に出席い
たしました。企業経営ならびに経営基盤づくりや社内環境整備に関する十分な実績を有しており、
経営を含む幅広い業務経験と高い見識に基づいた意見を述べるなど取締役の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言、並びに内部統制システムの構築に当たり助言・提言を行っており
ます。

監 査 役 塙 善 光
当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、監査役会14回のうち14回に出席い
たしました。公認会計士としての専門的見地から意見を述べるなど取締役の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言、並びに内部統制システムの構築に当たり助言・提言を行っており
ます。
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（4）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称
新日本有限責任監査法人

　
② 報酬等の額

　
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 27,000千円

　

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明
確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

２.監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計画における
監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画
及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

　
③ 非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を
委託しておりません。

　
④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社は、会社法第340条第１項各号に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、

会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められた場合には、監査役会の決定に
より、会計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。

　
⑤ 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算書類監査の状況
該当事項はありません。
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⑥ 会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分
イ. 処分対象

新日本有限責任監査法人
ロ. 処分内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止 ３ヶ月（平成28年１月１日から同年３月
31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）
ハ. 処分の理由

・新日本有限責任監査法人は、株式会社東芝の平成22年３月期、平成24年３月期及
び平成25年３月期における財務書類の監査において、７名の公認会計士が、相当
の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明し
た。

・当監査法人の運営が著しく不当と認められた。
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（5）業務の適正を確保するための体制
当社は平成20年５月９日開催の取締役会において、業務の適正を確保するため、また財
務報告の適正を確保するための体制の整備について決定し、平成27年12月11日開催の取締
役会にて一部改定いたしました。
改定後の内容は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款等に適合することを確保するための体制
イ．法令等遵守を経営の重要課題の一つと位置付け、「S.T.Gモラル憲章」を定め、企業倫
理の確立及び徹底を図ります。

ロ．「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンス担当役員（統括責任者）並び
に法令上疑義のある行為等の調査、指導を行うための法務担当をＣＳＲ室に設置する
と共に、必要に応じて各分野の担当部署が、関係規程、マニュアルを策定し研修を実
施します。

ハ．業務執行部門から独立したＣＳＲ室内部監査担当が「内部監査規程」に基づき、組
織・制度監査として「コンプライアンス規程」の運用状況について、内部監査を実施
します。

ニ．法令等遵守のための報告制度に関し、「内部通報規程」に基づき、監査役、ＣＳＲ室
に「勇気の窓口」を設置し、社内通報体制を運用します。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．株主総会、取締役会等の議事録、並びに稟議書等、取締役の職務の執行に係る情報を

記録します。
ロ．取締役の職務執行に係る重要な書類については、「定款」、「取締役会規程」、「稟議
（申請）規程」、「文書取扱規程」等に基づき保存及び管理します。

　
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスク管理を経営の重要課題の一つと位置付け、方針、基本目的、行動指針等を明記
した「リスクマネジメント規程」に基づき、リスクの抽出・分析、マネジメントプロ
グラムの策定等を行うと共に、リスクマネジメントシステム管理責任者（統括責任
者）並びに全社的な運用管理部門を設置し、リスクマネジメントシステムを運用しま
す。

ロ．各部門長を部門リスクマネジメント管理者とし、各部門に係るリスク管理を行いま
す。
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ハ．業務執行部門から独立したＣＳＲ室内部監査担当が「内部監査規程」に基づき、組
織・制度監査として、「リスクマネジメント規程」の運用状況について、内部監査を
実施します。

ニ．緊急事態が発生した場合には、「リスクマネジメント規程」に基づき、緊急対策本部
を設置し、損害の拡大を防止し、これを最小限に止めます。

　
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、「取締役会規程」に
基づき取締役会を毎月１回、監査役も出席し開催するほか、臨時で決裁又は報告の必
要が生じた場合は、適宜臨時取締役会を開催します。

ロ．経営理念を基軸に策定される中期経営ビジョン並びに年度経営方針に基づき、各本
部、部門が経営戦略及び予算を設定し、経営計画の進捗状況について取締役会で確認
し、必要な対策や見直しを行います。

ハ．業務執行に際しては、毎期首に定める「職務権限規程」等に基づき、各責任者が業務
を遂行します。

ニ．業務執行部門から独立したＣＳＲ室内部監査担当が、「内部監査規程」に基づき、運
用状況等効率的な業務執行について内部監査を実施します。

　
⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．グループ内の企業は、それぞれ自社の特性を踏まえ、自主的に経営判断を行い、相互
に独立性を尊重すると共に「グループ会社管理規程」に基づき、法令で定められた内
部統制を構築、整備します。

ロ．グループ会社全てに適用する行動規範として定められた「S.T.Gモラル憲章」に基づ
き、グループ各社で諸規程を定め、業務の適正を確保します。

ハ．経営管理については「グループ会社管理規程」に基づき、子会社の取締役を兼任する
当社の役員及び経営管理本部が定期的に、グループ内企業の経営計画に対する業務執
行状況及び内部統制の構築状況の整備、運用状況等について、随時ヒアリング及びモ
ニタリングを実施する等して、グループ会社経営の管理を実施します。

ニ．当社の監査役は、当社及び子会社の業務執行の適正性を確保するためにＣＳＲ室、経
営管理本部、会計監査人及び子会社の内部監査部門、監査役と情報交換を行い、相互
連携を図ります。
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ホ．グループ会社の従業員は、「グループ会社管理規程」に基づき、当社からの要求内容
が法令上の疑義、その他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、関連部門
に報告するほか「内部通報制度」によりＣＳＲ室等に報告することができます。

　
⑥ 財務報告の適正を確保するための体制
イ．適正な財務報告を経営の重要課題の一つと位置付け、主管部門を中心として財務報告

の適正を確保するために有効な内部統制を実施します。
ロ．経理関係規程等に基づき適正な会計処理並びに財務報告が行われるよう、財務報告の
適正を確保するのに必要な規程を整備します。

ハ．会計システムを通じて、財務諸表が作成される重要な決算財務報告に係る業務プロセ
ス及び決算・財務報告以外の業務プロセスの中で、虚偽記載や誤りが生じる要点を認
識し、不正や誤りが生じないような内部牽制等を行います。

ニ．業務執行部門から独立したＣＳＲ室内部監査担当が「内部監査規程」に基づき、財務
報告の適正を確保するための内部統制の有効性について内部監査を実施します。

　
⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制
イ．監査役の職務を補助すべき組織として「監査役会事務局」を設置しており、監査役の
指示に従いその職務を遂行します。

ロ．「監査役会事務局」の人数等は「監査役会」との間で協議のうえ決定します。
　
⑧ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対す
る指示の実効性確保に関する体制
イ．「監査役会事務局」に所属する監査役補助者の人事異動・評価については、「人事考課
規程」に基づき、監査役と事前に協議します。

ロ．監査役補助者は、取締役からの独立性を確保するため業務執行部門に係る役職を兼務
しません。

　
⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制並びに監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．取締役会等の法令に定めるもの及びその他の重要会議に監査役が出席することによ
り、取締役及び使用人の重要な業務執行に関する事項の報告を受けることができま
す。
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ロ．取締役及び使用人は、監査役会が定めた「監査役会規程」、「監査役監査規程」の内容
を理解し、監査役会及び監査役による監査活動に対して協力します。

ハ．「監査役監査規程」に基づき、監査役は必要に応じて重要な業務執行に関する事項等
について、取締役及び使用人に対して報告を求めることができるほか、会議録、稟議
書、契約書等業務執行に関する重要な書類を閲覧します。

ニ．「内部通報規程」、「グループ会社管理規程」に基づき、当社の取締役及び使用人並び
に子会社の取締役及び使用人が「勇気の窓口」を通じ監査役に報告します。

ホ．監査役に報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由にして、不利な扱いを受け
ないことを確保します。

へ．代表取締役は定期的に監査役と会合を持ちます。
ト．監査役が当社の監査のため必要な範囲において、グループ内の企業を調査することが
できる体制とします。

チ．監査役が監査法人、ＣＳＲ室内部監査担当その他の監査機関と円滑に連携して実効的
に監査することができる体制とします。

　
⑩ 監査役の職務の執行について生じる費用等の処理に関わる体制
イ．監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続き、その他当該職務
の執行について生じる費用又は償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に
処理します。

　
（6）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、当事業
年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）のうち「会社法の一部を改正する法
律」（平成26年度法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年
法務省第６号）の施行後、その基本方針に基づき、以下の具体的な取組みを行っておりま
す。

　
① 主な会議の開催状況として、取締役会は13回開催され、取締役の職務執行の適法性を
確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しな
い社外取締役が全てに出席いたしました。その他、監査役会は14回、内部統制委員会は５
回開催いたしました。
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② 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取
締役社長及び他の取締役、ＣＳＲ室内部監査担当、会計監査人との間で意見交換会を実施
し、情報交換等の連携を図っております。

　
③ ＣＳＲ室内部監査担当は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子
会社の業務の監査、内部統制監査を実施いたしました。

　
（7）会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 16時24分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連 結 貸 借 対 照 表
　

（平成28年３月31日現在）
(単位：千円)

　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 8,322,204 流 動 負 債 2,874,453
現 金 及 び 預 金 1,615,784 買 掛 金 1,098,206
受取手形及び売掛金 3,141,663 短 期 借 入 金 964,163
商 品 及 び 製 品 1,856,064 未 払 法 人 税 等 260,536
仕 掛 品 357,172 賞 与 引 当 金 122,268
未 成 工 事 支 出 金 15,070 そ の 他 429,279
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 695,456 固 定 負 債 1,712,956
未 収 入 金 436,881 長 期 借 入 金 425,843
繰 延 税 金 資 産 103,193 役員退職慰労引当金 15,851
そ の 他 103,458 退職給付に係る負債 1,045,831
貸 倒 引 当 金 △ 2,540 繰 延 税 金 負 債 96,612
固 定 資 産 6,415,664 そ の 他 128,817
有 形 固 定 資 産 5,230,048 負 債 合 計 4,587,410
建 物 及 び 構 築 物 1,357,983 純 資 産 の 部
機械装置及び運搬具 570,571 株 主 資 本 9,696,657
工具、器具及び備品 55,698 資 本 金 768,590
土 地 3,149,738 資 本 剰 余 金 581,191
リ ー ス 資 産 47,004 利 益 剰 余 金 8,591,260
建 設 仮 勘 定 49,051 自 己 株 式 △ 244,385
無 形 固 定 資 産 46,998 その他の包括利益累計額 213,544
ソ フ ト ウ エ ア 27,053 その他有価証券評価差額金 22,430
そ の 他 19,945 為 替 換 算 調 整 勘 定 191,113
投 資 そ の 他 の 資 産 1,138,617 新 株 予 約 権 48,278
投 資 有 価 証 券 224,868 非 支 配 株 主 持 分 191,978
長 期 貸 付 金 89,562
繰 延 税 金 資 産 233,788
投 資 不 動 産 367,934
そ の 他 270,665
貸 倒 引 当 金 △ 48,202 純 資 産 合 計 10,150,458
資 産 合 計 14,737,868 負 債 純 資 産 合 計 14,737,868
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連 結 損 益 計 算 書
　

(平成平成2728年年４３月月１31日から日まで)
(単位：千円)

　

科 目 金 額
売 上 高 16,648,136
売 上 原 価 11,333,436
売 上 総 利 益 5,314,699

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,976,100
営 業 利 益 1,338,599

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,465
受 取 配 当 金 4,563
仕 入 割 引 40,569
投 資 不 動 産 賃 貸 料 31,594
そ の 他 26,352 107,545

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,136
売 上 割 引 121,301
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 666
為 替 差 損 21,518
そ の 他 37,932 189,554
経 常 利 益 1,256,590

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,204
投 資 有 価 証 券 売 却 益 286 1,490

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 18,230 18,230
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,239,850
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 413,843
法 人 税 等 調 整 額 15,110 428,954
当 期 純 利 益 810,896
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 688
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 810,208
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連結株主資本等変動計算書
　

(平成平成2728年年４３月月１31日から日まで)
(単位：千円)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 768,590 581,191 7,903,131 △244,385 9,008,528
当期変動額
剰余金の配当 △122,079 △122,079
親会社株主に帰属する
当期純利益 810,208 810,208

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 688,128 688,128
当期末残高 768,590 581,191 8,591,260 △244,385 9,696,657
　

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 35,410 287,569 322,979 33,522 208,789 9,573,819
当期変動額
剰余金の配当 △122,079
親会社株主に帰属する
当期純利益 810,208

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △12,979 △96,455 △109,435 14,756 △16,811 △111,490

当期変動額合計 △12,979 △96,455 △109,435 14,756 △16,811 576,638
当期末残高 22,430 191,113 213,544 48,278 191,978 10,150,458
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貸 借 対 照 表
(平成28年３月31日現在)

(単位：千円)
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,984,966 流 動 負 債 2,690,540
現 金 及 び 預 金 803,018 買 掛 金 1,017,556
受 取 手 形 504,211 短 期 借 入 金 910,000
売 掛 金 2,095,149 一年以内返済予定長期借入金 134,163
商 品 及 び 製 品 1,393,667 リ ー ス 債 務 1,555
仕 掛 品 229,278 未 払 金 183,082
未 成 工 事 支 出 金 15,070 未 払 費 用 94,457
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 274,179 未 払 法 人 税 等 217,437
未 収 入 金 436,772 未 成 工 事 受 入 金 8,409
短 期 貸 付 金 119,921 預 り 金 13,680
繰 延 税 金 資 産 68,621 賞 与 引 当 金 106,288
そ の 他 46,829 そ の 他 3,908
貸 倒 引 当 金 △ 1,755 固 定 負 債 1,424,671
固 定 資 産 6,696,080 長 期 借 入 金 425,843
有 形 固 定 資 産 3,448,669 リ ー ス 債 務 648
建 物 1,032,856 長 期 未 払 金 71,607
構 築 物 8,490 退 職 給 付 引 当 金 910,378
機 械 及 び 装 置 136,320 そ の 他 16,194
車 両 運 搬 具 1,020 負 債 合 計 4,115,211
工具、器具及び備品 37,418 純 資 産 の 部
土 地 2,209,625 株 主 資 本 8,492,980
リ ー ス 資 産 2,040 資 本 金 768,590
建 設 仮 勘 定 20,898 資 本 剰 余 金 581,191
無 形 固 定 資 産 37,019 資 本 準 備 金 581,191
ソ フ ト ウ エ ア 19,513 利 益 剰 余 金 7,387,584
そ の 他 17,506 利 益 準 備 金 116,616
投 資 そ の 他 の 資 産 3,210,390 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,270,968
投 資 有 価 証 券 94,743 特 別 償 却 準 備 金 11,204
関 係 会 社 株 式 1,951,333 土 地 圧 縮 積 立 金 92,396
出 資 金 107,610 別 途 積 立 金 6,377,658
長 期 貸 付 金 455,322 繰 越 利 益 剰 余 金 789,709
破 産 更 生 債 権 等 48,183 自 己 株 式 △ 244,385
繰 延 税 金 資 産 231,574 評価・換算差額等 24,575
投 資 不 動 産 320,082 その他有価証券評価差額金 24,575
そ の 他 49,744 新 株 予 約 権 48,278
貸 倒 引 当 金 △ 48,202 純 資 産 合 計 8,565,835
資 産 合 計 12,681,046 負 債 純 資 産 合 計 12,681,046
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損 益 計 算 書
　

(平成平成2728年年４３月月１31日から日まで)
(単位：千円)

　

科 目 金 額
売 上 高 13,784,562
売 上 原 価 9,487,253
売 上 総 利 益 4,297,308

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,289,471
営 業 利 益 1,007,836

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 32,872
仕 入 割 引 36,662
投 資 不 動 産 賃 貸 料 28,026
そ の 他 27,760 125,321

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,069
売 上 割 引 118,639
不 動 産 賃 貸 原 価 8,517
そ の 他 19,521 155,748
経 常 利 益 977,409

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 14,551 14,551
税 引 前 当 期 純 利 益 962,857
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 326,901
法 人 税 等 調 整 額 4,447 331,349
当 期 純 利 益 631,508
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株主資本等変動計算書
　

(平成平成2728年年４３月月１31日から日まで)
　

(単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

当期首残高 768,590 581,191 581,191
当期変動額
特別償却準備金の取崩
税率変更に伴う特別償
却準備金の増加
税率変更による積立金
の調整額
別途積立金の積立
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― ―
当期末残高 768,590 581,191 581,191
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(単位：千円)

株主資本
利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計利益

準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

土地圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 116,616 13,477 90,270 5,577,658 1,080,132 6,878,155 △244,385 7,983,551
当期変動額
特別償却準備金の取崩 △2,523 2,523 ― ―
税率変更に伴う特別償
却準備金の増加 249 △249 ― ―

税率変更による積立金
の調整額 2,125 △2,125 ― ―

別途積立金の積立 800,000 △800,000 ― ―
剰余金の配当 △122,079 △122,079 △122,079
当期純利益 631,508 631,508 631,508
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ―

当期変動額合計 ― △2,273 2,125 800,000 △290,422 509,429 ― 509,429
当期末残高 116,616 11,204 92,396 6,377,658 789,709 7,387,584 △244,385 8,492,980
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(単位：千円)

評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合 計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算
差額等
合計

当期首残高 21,480 21,480 33,522 8,038,554
当期変動額
特別償却準備金の取崩 ―
税率変更に伴う特別償
却準備金の増加 ―

税率変更による積立金
の調整額 ―

別途積立金の積立 ―
剰余金の配当 △122,079
当期純利益 631,508
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 3,095 3,095 14,756 17,851

当期変動額合計 3,095 3,095 14,756 527,280
当期末残高 24,575 24,575 48,278 8,565,835
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成28年５月30日

サンコーテクノ株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 布 施 木 孝 叔 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 稲 垣 正 人 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 廣 瀬 美 智 代 ㊞

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、サンコーテクノ株式会社の平成２７年４月１日
から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、サンコーテクノ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成28年５月30日

サンコーテクノ株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 布 施 木 孝 叔 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 稲 垣 正 人 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 廣 瀬 美 智 代 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、サンコーテクノ株式会社の平成２７年４
月１日から平成２８年３月３１日までの第５２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第52期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。
各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締
役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取
締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告
及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月30日

サ ン コ ー テ ク ノ 株 式 会 社 監 査 役 会

常勤監査役 鈴 木 英 雄 ㊞
常勤監査役 (社外監査役) 松 岡 省 一 ㊞
監 査 役 (社外監査役) 塙 善 光 ㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　
第１号議案　剰余金処分の件
当社は、株主様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本と
しながら、今後の経営環境、事業展開等を勘案し、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰
余金の処分をいたしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金18円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は146,495,196円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
（1）増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 450,000,000円
（2）減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 450,000,000円
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第２号議案　定款一部変更の件
１. 提案の理由
　平成27年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）により、
新たに監査等委員会設置会社への移行が可能になりました。当社は取締役会の監督機能の一層
の強化とコーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図ることを目的として、監査等委員会
設置会社に移行いたします。
　これに伴い、当該移行のために、監査等委員及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監
査役及び監査役会に関する規定の削除等を行うものであります。
　また、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、会社法第459条第１項の規定に基づき、
剰余金の配当等を取締役会決議により行うことが可能となるよう変更案のとおり定款規定を新
設するものであります。
　その他、上記変更に伴う条数の変更及び字句の統一等、所要の変更を行うものであります。
　なお、本議案における定款変更については、本総会の終結の時をもって効力が発生するもの
といたします。

２.変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分であります。）
現行定款 変更案

第１章総則
（機関）
第４条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次

の機関を置く。
（１）取締役会
（２）監査役
（３）監査役会
（４）会計監査人

第１章総則
（機関）
第４条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次

の機関を置く。
（１）取締役会
（２）監査等委員会
　 （削除）
（３）会計監査人

（自己の株式の取得）
第７条 当会社は、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって同条１項に定める
市場取引等により自己の株式を取得することが
できる。

（自己の株式の取得）
第７条 当会社は、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって同条第１項に定め
る市場取引等により自己の株式を取得すること
ができる。
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現行定款 変更案
第４章取締役および取締役会 第４章取締役および取締役会
（員数）
第19条 当会社の取締役は10名以内とする。

（員数）
第19条 当会社の取締役（監査等委員であるものを

除く。）は、10名以内とする。
（新設） ２ 当会社の監査等委員である取締役は、５名以

内とする。

（選任方法）
第20条 取締役は、株主総会の決議によって選任す

る。

（選任方法）
第20条 取締役は、監査等委員である取締役とそれ

以外の取締役とを区別して、株主総会の決議に
より選任する。

２ （条文省略）
３ （条文省略）

２ （現行通り）
３ （現行通り）

（任期）
第21条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主
総会終結の時までとする。

（任期）
第21条 取締役（監査等委員であるものを除く）の

任期は、選任後１年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時株主総会終結の時
までとする。

（新設） ２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会終結の時までとする。

２ 増員または補欠として選任された取締役の任
期は在任取締役の任期の満了する時までとす
る。

３ 任期満了前に退任した監査等委員である取締
役の補欠として選任された監査等委員である取
締役の任期は、退任した監査等委員である取締
役の任期の満了する時までとする。

（新設） ４ 会社法第329条第３項に基づき選任された補
欠監査等委員である取締役の選任の決議が効力
を有する期間は、選任後２年以内に終了する事
業年度のうち最終のものに関する定時株主総会
開始の時までとする。
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現行定款 変更案
（代表取締役および役付取締役）
第22条 取締役会の決議により、取締役社長を選定

する。

（代表取締役および役付取締役）
第22条 取締役会は、その決議によって取締役（監

査等委員であるものを除く。）の中から、代表
取締役を選定する。

２ 取締役社長は、当会社を代表し会社の業務を
統括する。

（削除）

３ 取締役会の決議により、取締役会長、取締役
副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を選
定することができる。

２ 取締役会は、その決議によって取締役（監査
等委員であるものを除く。）の中から、取締役
会長、取締役副会長、取締役社長各１名、取締
役副社長、専務取締役および常務取締役各若干
名を定めることができる。

（取締役会の招集権者および議長）
第23条 （条文省略）
２ （条文省略）

（取締役会の招集権者および議長）
第23条 （現行通り）

２ （現行通り）
（新設） ３ 前２項にかかわらず、監査等委員会が選定し

た監査等委員である取締役は、取締役会を招集
することができる。

（取締役会の招集通知）
第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各取締役および各監査役に対して発する。た
だし、緊急の必要があるときは、この期間を短
縮することができる。

（取締役会の招集通知）
第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各取締役に対して発する。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮することがで
きる。

２ 取締役および監査役の全員の同意があるとき
は、招集の手続を経ないで取締役会を開催する
ことができる。

２ 取締役の全員の同意があるときは、招集の手
続を経ないで取締役会を開催することができ
る。

（取締役会の決議方法）
第25条 （条文省略）
（新設）

（取締役会の決議方法）
第25条 （現行通り）

２ 前項の決議について特別の利害関係を有する
取締役は、議決に加わることができない。

２ 当会社は、取締役の全員が取締役会の決議事
項について、書面または電磁的記録により同意
したときは、当該決議事項を可決する旨の決議
があったものとみなす。
　 ただし監査役が異議を述べたときはこの限り
ではない。

３ 当会社は、取締役が取締役会の決議の目的で
ある事項について提案をした場合において、当
該提案につき取締役（当該事項について議決に
加わることができるものに限る。）の全員が書
面または電磁的記録により同意の意思表示をし
たときは、当該提案を可決する旨の取締役会の
決議があったものとみなす。
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現行定款 変更案
（取締役会の議事録）
第26条 取締役会の議事録は、法令で定めるところ

により書面または電磁的記録をもって作成し、
出席した取締役および監査役は、これに署名も
しくは記名押印し、または電子署名を行う。

（取締役会の議事録）
第26条 取締役会の議事録は、法令で定めるところ

により書面または電磁的記録をもって作成し、
出席した取締役は、これに署名もしくは記名押
印し、または電子署名を行う。

（取締役会規程）
第27条 （条文省略）

（取締役会規程）
第27条 （現行通り）

（報酬等）
第28条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益（以下
「報酬等」という）は、株主総会の決議によっ
て定める。

（報酬等）
第28条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益（以
下、「報酬等」という。）は、監査等委員である
取締役の報酬等とそれ以外の取締役の報酬等と
を区別して、株主総会の決議によってこれを定
める。

（新設）
（重要な業務執行の決定の委任）
第29条 取締役会は、その決議によって会社法第

399条の13第５項各号に掲げる事項を除く重
要な業務執行の決定の全部または一部を取締役
に委任することができる。

（取締役の責任免除）
第29条 当会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議によって、同法第423条
第１項の取締役（取締役であった者を含む。）
の損害賠償責任を法令の限度において免除する
ことができる。

（取締役の責任免除）
第30条 当会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議によって、同法第423条
第１項に定める任務を怠ったことによる取締役
（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を
法令の限度において免除することができる。

２ （条文省略） ２ （現行通り）

第５章監査役および監査役会
（員数）
第30条 当会社の監査役は５名以内とする。

（削除）

（削除）
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現行定款 変更案
（選任方法）
第31条 監査役は、株主総会の決議によって選任す

る。
２ 監査役の選任決議は、議決権を行使すること
ができる株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し、その議決権の過半数をもって行
う。

（削除）

（削除）

（任期）
第32条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主
総会終結の時までとする。

（削除）

２ 補欠として選任された監査役の任期は、退任
した監査役の任期の満了する時までとする。

（削除）

３ 会社法第329条第３項に基づき選任された補
欠監査役の選任決議が効力を有する期間は、選
任後４年以内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会開始の時までとす
る。

（削除）

４ 前項の補欠監査役が監査役に就任した場合の
任期は、退任した監査役の任期の満了する時ま
でとする。ただし、選任後４年以内に終了する
事業年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の時を超えることはできない。

（削除）

（常勤の監査役）
第33条 監査役会は監査役の中から常勤の監査役を

選定する。
（削除）

（監査役会の招集通知）
第34条 監査役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各監査役に対して発する。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮することがで
きる。

（削除）

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の手続
を経ないで監査役会を開催することができる。

（削除）

（監査役会の決議方法）
第35条 監査役会の決議は、法令に別段の定めある

場合を除き、監査役の過半数をもって行う。
（削除）

― 43 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 16時24分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



現行定款 変更案
（監査役会の議事録）
第36条 監査役会の議事録は、法令で定めるところ

により書面または電磁的記録をもって作成し、
出席した監査役は、これに署名もしくは記名押
印し、または電子署名を行う。

（削除）

（監査役会規程）
第37条 監査役会に関する事項は、法令または本定

款のほか、監査役会において定める監査役会規
程による。

（削除）

（報酬等）
第38条 監査役の報酬等は株主総会の決議によって

定める。
（削除）

（監査役の責任免除）
第39条 当会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議によって、同法第423条
第１項の監査役（監査役であった者を含む。）
の損害賠償責任を法令の限度において免除する
ことができる。

（削除）

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ
り、監査役との間に、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結することがで
きる。ただし当該契約に基づく損害賠償の責任
限度額は、法令が規定する額とする。

（削除）

（新設）

（新設）

第５章 監査等委員会
（監査等委員会）
第31条 監査等委員会は、監査等委員である取締役

で組織する。
（新設） ２ 監査等委員会は、法令に定めのある事項を決

定するほか、その職務執行のために必要な権限
を行使する。

（新設） ３ 監査等委員会は、その決議によって常勤の監
査等委員を選定することができる。
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現行定款 変更案

（新設）
（監査等委員会の招集）
第32条 監査等委員会は、各監査等委員が招集し、

予め監査等委員会で定めた取締役が議長とな
る。

（新設） ２ 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前ま
でに各監査等委員に対して発する。ただし、緊
急の必要があるときは、この期間を短縮するこ
とができる。

（新設） ３ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の
手続きを経ないで監査等委員会を開催すること
ができる。

（新設）
（監査等委員会の決議方法）
第33条 当会社の監査等委員会の決議は、決議に加

わることができる監査等委員の過半数が出席
し、その過半数をもって行う。

（新設）
（監査等委員会の議事録）
第34条 監査等委員会の議事録は、法令で定めると

ころにより書面または電磁的記録をもって作成
し、出席した監査等委員は、これに署名もしく
は記名押印し、または電子署名を行う。

（新設）
（監査等委員会規程）
第35条 監査等委員会に関する事項については、法

令または本定款のほか、監査等委員会において
定める監査等委員会規程による。

第６章会計監査人
（選任および任期）
第40条 （条文省略）

第６章会計監査人
（選任および任期）
第36条 （現行通り 条数繰り下げ）

（報酬等）
第41条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査

役会の同意を得て定める。

（報酬等）
第37条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査

等委員会の同意を得て定める。

第７章計算
（事業年度）
第42条 （条文省略）

第７章計算
（事業年度）
第38条 （現行通り 条数繰り下げ）
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現行定款 変更案

（新設）
（剰余金の配当等を決定する機関）
第39条 当会社は、剰余金の配当等会社法第459条

第１項各号に定める事項については、取締役会
の決議によることができる。

（剰余金の配当の基準日）
第43条 期末の剰余金の配当は、毎年３月31日の最

終の株主名簿に記載または記録された株主また
は登録株式質権者に対し行う。

（剰余金の配当の基準日）
第40条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月31

日とする。

（新設） ２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年９月30
日とする。

（新設） ３ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金を配当
することができる。

（中間配当）
第44条 当会社は、取締役会の決議によって、毎年９

月30日を基準日としての最終の株主名簿に記
載または記録された株主または登録株式質権者
に、中間配当を行うことができる。

（削除）

（配当金の除斥期間等）
第45条 （条文省略）

（配当金の除斥期間等）
第41条 （現行通り 条数繰り上げ）

附則
（新設） 第１条 当会社は、会社法第426条第１項の規定によ

り、第52期定時株主総会終結前の行為に関す
る任務を怠ったことによる監査役であった者の
損害賠償責任を、法令の限度において、取締役
会の決議によって免除することができる。
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第３号議案　取締役（監査等委員であるものを除く）６名選任の件
当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社
へ移行するとともに、当該時点における取締役６名は、任期満了となります。つきましては、取
締役（監査等委員であるものを除く）６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効力を生じるものと
します。
取締役（監査等委員であるものを除く）候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

１
洞　下　英　人
ほら げ ひで と

(昭和40年８月22日生)

平成 ９年７月 当社入社ＴＣＭ営業部次長
平成15年４月 当社執行役員企画本部長
平成16年６月 当社取締役企画本部長
平成21年４月 当社取締役経営管理本部長
平成22年４月 当社取締役副社長
平成22年６月 当社代表取締役社長（現任） 1,152,384株

（重要な兼職の状況）
SANKO FASTEM (THAILAND) LTD.取締役会長
三幸商事顧問股份有限公司董事長
アイエスエム・インタナショナル株式会社取締役
SANKO FASTEM (VIETNAM) LTD.取締役
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

２
佐　藤　静　男
さ とう しず お

(昭和24年８月８日生)

昭和43年１月 三幸商事株式会社（現当社）入社
昭和63年６月 同社取締役
平成 元年１月 同社取締役営業本部長
平成 ８年４月 当社常務取締役統括本部長
平成13年４月 当社専務取締役
平成22年４月 当社経営管理本部長
平成22年６月 当社取締役副社長
平成27年４月 当社取締役副社長管理管掌
平成28年４月 当社取締役副社長（現任） 162,876株

（重要な兼職の状況）
SANKO FASTEM (THAILAND) LTD.代表取締役社長
三幸商事顧問股份有限公司董事
株式会社ＩＫＫ取締役
アイエスエム・インタナショナル株式会社取締役
SANKO FASTEM (VIETNAM) LTD.監査役

３
洞　下　正　人
ほら げ まさ と

(昭和37年１月８日生)

昭和59年４月 三幸商事株式会社（現当社）入社
昭和63年４月 三幸工業株式会社（現当社）開発部長
平成 ６年８月 同社取締役関宿工場長
平成 ８年４月 当社取締役開発部長
平成10年４月 当社取締役営業本部長
平成17年４月 当社取締役新事業推進本部長
平成19年４月 当社取締役新事業本部長
平成21年４月 当社取締役リニューアル事業部長
平成22年４月 当社常務取締役リニューアル事業及び技術開

発担当
平成25年４月 当社常務取締役リニューアル事業及び技術開

発管掌
平成27年４月 当社常務取締役開発管掌
平成28年４月 当社常務取締役（現任）

154,856株
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

４

はち や つよし
八 谷 剛

(昭和32年９月７日生)

昭和59年４月 三幸商事株式会社（現当社）入社
平成 ２年４月 同社札幌営業所長
平成16年10月 当社執行役員札幌支店長
平成18年６月 当社取締役
平成21年４月 当社取締役D＆D事業部長
平成22年４月 当社常務取締役ファスニング事業及びセンサ

ー事業担当
平成25年４月 当社常務取締役センサー事業管掌
平成27年４月 当社常務取締役機能材事業管掌
平成28年４月 当社常務取締役（現任）

26,400株

（重要な兼職の状況）
株式会社ＩＫＫ代表取締役社長
株式会社スイコー取締役

５
上　石　茂　行
あげ いし しげ ゆき

(昭和26年６月29日生)

昭和53年２月 三幸商事株式会社（現当社）入社
平成 元年４月 同社大阪支店長
平成13年４月 当社執行役員大阪支店長
平成17年４月 当社執行役員営業本部長兼大阪支店長
平成18年６月 当社取締役営業本部長兼中西部グループ長
平成21年４月 当社取締役ファスニング事業部長
平成25年４月 当社常務取締役ファスニング事業及びSCM

管掌
平成27年４月 当社常務取締役ファスニング事業管掌
平成28年４月 当社常務取締役（現任）

46,400株
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

６

さ とう おさむ
佐 藤 靖

(昭和35年１月23日生)

平成 ３年４月 名城大学商学部助教授
平成 ５年４月 青森公立大学経営経済学部助教授
平成 ７年８月 博士（経済学）東北大学
平成10年４月 青山学院大学教授（現任）
平成12年６月 石原機械工業株式会社（現株式会社ＩＫＫ）

取締役
平成17年６月 当社取締役（現任） 15,400株

（重要な兼職の状況）
青山学院大学経営学部教授
株式会社アソシア監査役
青学コンサルティンググループ株式会社代表取締役社長
株式会社リラク監査役

　

（注）１．各取締役と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者佐藤 靖氏は社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。
（1）社外取締役候補者とした選任理由について

社外取締役候補者佐藤 靖氏は経済学、経営学の専門家としての豊富な経験と知見を有しており、
当社の経営に助言、提言をいただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

（2）社外取締役候補者が当社の社外取締役に就任してからの年数
佐藤靖氏の当社の社外取締役としての在任期間は本総会の終結の時をもって11年となります。

４．佐藤靖氏は東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、佐藤靖氏の再任が承認された場
合、引き続き独立役員となる予定です。

― 50 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 16時24分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社
へ移行いたします。つきましては監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものでありま
す。なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効力を生じるものと
します。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

１
鈴
す ず き ひ で お
木 英 雄

(昭和17年３月７日生)

平成 ５年11月 三幸商事株式会社（現当社）入社経理部長
平成 ６年６月 参与経理部長
平成 ８年６月 取締役経理部長
平成13年７月 取締役総務部長
平成15年４月 取締役管理本部長
平成18年６月 常勤監査役就任（現任） 19,200株

（重要な兼職の状況）
株式会社スイコー監査役
アイエスエム・インタナショナル株式会社監査役
株式会社サンオー監査役

２
松
ま つ お か し ょ う い ち
岡 省 一

(昭和24年１月12日生)

昭和46年４月 株式会社守谷商会入社
平成11年４月 同社機械３部部長
平成21年１月 同社退職
平成21年１月 守谷鋼機株式会社入社
平成21年２月 同社代表取締役社長
平成27年６月 当社常勤監査役（現任）

200株
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

３
塙
は な わ よ し み つ

善 光

(昭和15年７月４日生)

昭和44年２月 公認会計士（登録No.4903）
昭和44年３月 東京中小企業投資育成株式会社入社
平成 ８年６月 同社常務取締役
平成10年６月 株式会社企業育成センター専務取締役
平成18年６月 同社取締役
平成19年６月 当社監査役（現任） 13,900株

（重要な兼職の状況）
塙公認会計士事務所所長
株式会社放電精密加工研究所取締役
日東光器株式会社監査役
赤星工業株式会社監査役

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者 松岡省一氏及び塙善光氏は社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。
　 社外取締役候補者とした選任理由について

社外取締役候補者 松岡省一氏は、経営者として幅広い見識を有していることから、当社の監査等
委員である取締役として経営全般の監視をお願いするとともに有効な助言を期待し、監査等委員
である社外取締役として選任をお願いするものであります。
社外取締役候補者 塙善光氏は公認会計士として登録し、東京中小企業投資育成株式会社にて役員
として多くの中小企業を指導してきており、その経験を活かして公認会計士事務所も開設してお
ります。当社の監査等委員である取締役として経営全般の監視をお願いするとともに有効な助言
を期待し、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

４．松岡省一氏は東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、松岡省一氏の再任が承認され
た場合、引き続き独立役員となる予定です。
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第５号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社
へ移行いたします。つきましては監査等委員である取締役が法令に定めた員数を欠くことになる
場合に備え、全ての監査等委員である取締役の補欠として予め補欠の監査等委員である取締役の
選任をお願いするものであります。なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ておりま
す。
本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効力を生じるものと
します。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ) 所有する当社の株式数

渡
わ た な べ こ う た ろ う
邊 光 太 郎

（昭和39年１月23日生）

昭和63年４月 斉藤会計事務所入所
平成 ２年４月 渡辺会計事務所入所副所長
平成 ２年６月 税理士登録 東京税理士会 麻布支部（第69770号）
平成15年１月 渡辺会計事務所所長（現任）
平成15年３月 株式会社ライトプランニング代表取締役社長(現任）
平成15年８月 株式会社渡辺マネージメントパートナー代表取締役

社長

12,800株

（注）１．取締役候補者 渡邊光太郎氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者 渡邊光太郎氏は社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。
　 社外取締役候補者とした選任理由について

社外取締役候補者 渡邊光太郎氏は、これまで税理士として培われた税務知識と会計事務所の所
長、経営コンサルタント会社（株式会社渡辺マネージメントパートナー）の代表者等も務めてお
り、その知識、経験を当社の経営に活かしていただきたいため、補欠の監査等委員である取締役
として選任をお願いするものであります。
また、上記の理由により監査等委員である社外取締役の職務を適切に遂行することができると判
断しております。
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第６号議案　取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬等の額設定の件
当社の取締役の報酬額は平成８年１月17日開催の臨時株主総会において年額240,000千円以
内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただき今日に至っておりますが、当社は第２
号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社へ移行いたしま
す。つきましては会社法第361条第１項及び第２項の定めに従い、現在の取締役の報酬枠に廃止
し、取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬等の額を経済情勢等諸般の事情も考慮して、
改めて同額の年額240,000千円以内と定めることさせていただきたいと存じます。
取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人給与分は含
まないものといたしたいと存じます。
現在の取締役は６名（うち１名は社外取締役）ですが、第２号議案「定款一部変更の件」、第
３号議案「取締役（監査等委員であるものを除く）６名選任の件」が原案どおり承認可決されま
すと、取締役（監査等委員であるものを除く）は６名（うち１名は社外取締役）となります。
なお、本議案は第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効力を生じるも
のといたします。

　
第７号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件
当社は第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社へ
移行いたします。つきましては会社法第361条第１項及び第２項の定めに従い、監査等委員であ
る取締役の報酬等の額を経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額40,000千円以内と定めること
とさせていただきたいと存じます。
第２号議案「定款一部変更の件」、第４号議案「監査等委員である取締役３名選任の件」が原
案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は３名（うち２名は社外取締役）となり
ます。
なお、本議案は第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効力を生じるも
のといたします。
　

以 上
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定時株主総会 会場ご案内図
　

会場：〒111－8765 東京都台東区西浅草三丁目17番１号
浅草ビューホテル ４階 飛翔の間
電話：03－3847－1111 ＦＡＸ：03－3842－2117

　

　
〔交通〕電車でのご利用案内

首都圏新都市鉄道・つくばエクスプレス「浅草駅」徒歩３分
東京メトロ・銀座線「田原町駅」徒歩７分
都営地下鉄・都営浅草線「浅草駅」徒歩10分
東武鉄道・東武スカイツリーライン「浅草駅」徒歩10分
ＪＲ「上野駅」タクシー５分

車でのご利用案内
首都高速６号線「向島ランプ」
首都高速６号線「駒形ランプ」
首都高速１号線「上野ランプ」
首都高速１号線「入谷ランプ」
のいずれもご利用いただけます。
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